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[判決の要旨]
抵当権の設定せられた家屋をもってする代物弁済が詐害行為を構成する場合には、その建物の価格から抵当債権額を控除した残額の部分に限って取消しが許され、その一部取消しの限度で価格賠償が認められる。

[事実の概要]
X(原告・控訴人・被上告人)は、Aから本件家屋を買い受ける契約をし、その代金三万余円と引換えに所有権移転登記手統を訴求し、同旨の確定した判決を持っていた。

一方、Bは、右売買契約よりまえ、Aに対する二口合計八万円の債権につき順位一・二番の抵当権をもっていたが、右売買契約のあと代物弁済によって本件家屋の所有権の移転を受け、間もなくこれをY(被告・被控訴人・上告人)に代金九万円で売却し、所有権移転登記は、中間のBを省略してAからYに直接なされた。右代物弁済当時Aには見るべき資産はなかった。

Xは、Yに対する控訴審で、AからBに対する代物弁済を詐害行為として取り消し、YからAに対する所有権移転登記手続を求め、認容された。

そこでYから上告し、①XからAに対する特定物引渡請求権は詐害行為取消しの被保全権利とはならない、②本件で詐害行為取消しの対象となるのは本件家屋の価格から抵当債権額を控除した残額についてであるが、原審は本件家屋の価格を明らかにしていない、③代物弁済は、その目的物の価額が本来の債務額を超えないか、相当価格のときには詐害行為とはならない、と主張した。
[判旨]
本件判決の主題は、上告理由①の点にあり、大法廷で審判が行われたのもこのためであったが、この点は、本書の趣意に沿わないので省略する。

（１）「債務者が目的物をその価格以下の債務の代物弁済として提供し、その結果債権者の共同担保に不足を生ぜしめた場合は、もとより、詐害行為を構成するものというべきであるが、債権者取消権は債権者の共同担保を保全するため、債務者の一般財産減少行為を取り消し、これを返還させることを目的とするものであるから、右の取消は債務者の詐害行為により減少された財産の範囲にとどまるべきものと解すべきである。したがって、前記事実関係によれば本件においてもその取消は、前記家屋の価格から前記抵当債権額を控除した残額の部分に限って許されるものと解するを相当とする。」

（２）「詐害行為の一部取消の場合において、その目的物が本件の如く一棟の家屋の代物弁済であって不可分のものと認められる場合にあっては、債権者は一部取消の限度において、その価格の賠償を請求するの外はないものといわなければならない。」

